
   

 

「大津市教育環境保全のためのマンションの建設に関する届出制度実施要綱」 

に関する事務手続マニュアル 

 

 １．目的 

「大津市教育環境保全のためのマンションの建設に関する届出制度実施要綱（以下、｢要綱｣

という。）」の制定に伴い、その事務手続きを明確にすることを目的とする。 

 

 ２．要綱の内容 

教育環境要保全区域において、マンションの建設を行おうとする者が土地取引等を行う前に

届出を求めることで、児童の増加に伴う影響を把握するとともに、小学校及び児童クラブに関

する必要な情報を提供し、必要に応じて協議を行うことで、本市の良好な子育て教育環境等の

保全に資する。 

具体的には、分譲時期の調整などの協議を行うことにより、児童受入数の平準化などを期待

するもの。主な内容は、下記のとおり。 

 

①教育環境要保全区域の指定（見直し）【要綱第３条】 

教育委員会、児童クラブ課の意見を求め、毎年度更新する。 

 

②教育環境要保全区域の公表等【要綱第３条】 

教育環境要保全区域の児童数、学級数、施設等の状況を市ホームページで公表する。 

 

③マンションの建設に係る土地取引等の届出【要綱第４条】 

教育環境要保全区域において計画戸数１００戸以上（単身者用を除く。）のマンションを

建設するための土地取引等を行おうとする者は、市長に届け出る。 

 

④情報提供、協議【要綱第６条、７条、８条】 

届出者と関係課それぞれに通知を行い、教育環境等の保全について市からの情報提供を行

い、双方必要に応じて協議を行う。 

 

 ３．事務手続フロー 

   次ページのとおり。 

 

 ４．事務処理の様式等 

   様式第１号    教育環境要保全区域の見直しに対する意見について（照会） 

   様式第２－１号  ○○年度 教育環境要保全区域の指定について（小学校） 

   様式第２－２号  ○○年度 教育環境要保全区域の指定について（児童クラブ） 

様式第３号    教育環境要保全区域に所在する小学校及び児童クラブに関する情報提

供等について（通知） 

様式第４号    マンションの建設に係る土地取引等の届出等について（通知） 

  



○事務手続フロー

事業者 都市計画課

土地取引等に係る
届出書提出(要綱様式)

大津市
教育委員会

注：土地取引等の前

必要に応じ協議

関係課
（児童クラブ課等）

大津市

教育環境要保全区域等の公表（HP）

土地取引等の届出等
について（通知）
(ﾏﾆｭｱﾙ様式第4号)

マンション建設中止
届出書提出(任意様式)

マンション建設中止
届出書受領

教育環境要保全区域の
見直しに対する意見
について(照会)
(ﾏﾆｭｱﾙ様式第１号)教育環境要保全区域の指定について(回答)

(ﾏﾆｭｱﾙ様式第２号)

教育環境要保全区域の
指定公表作業

※毎年５月以降

必要に応じ協議

小学校及び児童クラブ
に関する情報提供等
について（通知）

(ﾏﾆｭｱﾙ様式第3号)

注：１週間以内に事前連絡の上
必要に応じて協議を行う

注：１週間以内に事業者から連絡が
ない場合、必要に応じ連絡する



   

（様式第１号） 

年  月  日 

（あて先） 

○○○○課長 

 

都市計画課長 

 

 

 

教育環境要保全区域の見直しに対する意見について（照会） 

 

 

大津市教育環境保全のためのマンションの建設に関する届出制度実施要綱第３条の規定に

より、○○年度における教育環境要保全区域の見直しを行うため、これに対する意見を求めま

す。 

つきましては、別紙様式第２－○号により、○○年○○月○○日までに回答願います。 

  



   

（様式第２－１号） 

 

○○年度 教育環境要保全区域の指定について（小学校） 

区域名 

○○年○○月○○日現在 

状況等指定理由 
児童数(人) 学級数（※） 

○○小学校区 ○○ ○○  

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※上記の「学級数」は、特別支援学級数を含んだ数値となっております。 



   

（様式第２－２号） 

 

○○年度 教育環境要保全区域の指定について（児童クラブ） 

区域名 

○○年○○月○○日現在 

状況等指定理由 
児童数(人) 

一人当たりの 

生活面積(㎡) 

○○小学校区 ○○ ○．○○  

    

    

    

    

    

    

    

 
  

 

 
  

 

 

※厚生労働省令（平成 26 年 4 月 30 日 第 63 号）及び大津市児童福祉法に基づく放課後児童健

全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成 26 年 9 月 24 日 条例第 63 号）

で定める一人当たりの基準面積＝1.65 ㎡ 

  



葛川

大石

木戸

小松

田上

坂本

伊香立

上田上

和邇

南郷

青山

仰木

晴嵐

志賀

⾧等

真野

藤尾

雄琴

石山

堅田

膳所

瀬田

逢坂

瀬田南

富士見

唐崎

瀬田東

平野

瀬田北

山中比叡平

下阪本

中央

真野北小野

仰木の里東
仰木の里

日吉台

年度 教育環境要保全区域一覧図（例）

膳所

凡例

教育環境要保全区域

※教育環境要保全区域とは、マンションの建設
　により児童が急増した場合、小学校の校舎又
　は児童クラブの施設の適正な規模の確保が困
　難になると見込まれる区域。
注：市街化調整区域ではマンションの建設は行えませんが、
　　教育環境要保全区域は、市内の全区域の小学校の校舎
　　又は児童クラブの施設を対象にしています。



   

（様式第３号） 

年  月  日 

（あて先） 

  届出者様 

 

大津市長  

 

 

 

教育環境要保全区域に所在する小学校及び児童クラブ 

に関する情報提供等について（通知） 

 

 

大津市教育環境保全のためのマンションの建設に関する届出制度実施要綱第７条の規定に

基づき、小学校及び児童クラブに関する必要な情報を提供しますので、下記の関係課に対し、

連絡を行ってください。 

また、同要綱第６条の規定に基づき、必要に応じて協議を行ってください。 

 なお、１週間以内に連絡がない場合は、関係課から連絡する場合があります。 

 

 

○関係課 

 

・小学校については、 

教育委員会教育総務課（別館２階）   ＴＥＬ ０７７－５２８－２６３０ 

 

・児童クラブについては、 

福祉子ども部児童クラブ課（別館１階） ＴＥＬ ０７７－５２８－２７７６ 

 

 

 



   

（様式第４号） 

年  月  日 

（あて先） 

○○○○課長 

 

都市計画課長 

 

 

 

マンションの建設に係る土地取引等の届出等について（通知） 

 

 

大津市教育環境保全のためのマンションの建設に関する届出制度実施要綱第４条の規定に

基づき、別添のとおり届出書が提出されましたので、通知します。 

また、同要綱第７条において、届出者に対し、当該教育環境要保全区域に所在する小学校及

び児童クラブに関する必要な情報を提供するものとしておりますので、ご協力いただきますよ

う、お願いいたします。 

なお、届出者には、１週間以内に貴課あて連絡を行うよう通知しておりますが、必要に応じ

て貴課から連絡する場合があることについても周知しております。 

 

 


